




地域振興部地域政策課

事業名 内容

秋田で就職応
援団

Ａターン（※）希望者の就職・定住を促進するため、県職員（非常勤職員）が自ら
企業を訪問し、求人要請を行い、面接会を実施する。※「Ａターン」：秋田県出身
者もそうでない方も、みんな秋田へ！との願いを込めたオールターン（ＡＬＬ　Ｔ
ＵＲＮ）の“Ａ”と秋田（ＡＫＩＴＡ）の“Ａ”をかけた言葉

Ａターンプラザ
秋田の運営

Ａターンプラザ秋田（県東京事務所内）に相談員（非常勤職員）を配置し、Ａター
ン希望者の登録・相談受付、Ａターン希望者への無料職業紹介、Ａターン関連
情報の収集・周知を行う。

Ａターン関連情
報提供

求人情報の提供、企業ガイドブックの提供、Ａターン情報誌の提供、Ａターン登
録者情報の提供、家族面接会の開催、各種イベントの開催等により、Ａターン希
望者の支援を行う。
※（財）秋田県ふるさと定住機構が実施。

お試し暮らしプ
ログラム

農家民宿しながら、地域生活を体験するための短期の生活体験プログラム。北
関東に近く二地域居住の希望者のため多様なプログラム。

ふるさと暮らしセ
ミナー

県内の市町村担当者などが首都圏で市町村での暮らしぶりを紹介するセミ
ナー。

福井県Uターン
情報センター等
運営

福井県Uターン情報センターに職業カウンセラー（２名）を、東京、大阪、名古屋
等のUターンセンターにUターンアドバイザー（４名）を設置し、県内企業への無
料職業紹介、就職関係情報の提供及び職業相談を行う。

社会人Uターン
就職促進

Uターン就職希望の首都圏在住の社会人の方を対象とした合同就職面接会を
東京で開催する。

ふくい空き家情
報バンク

市町と連携し、空き家情報バンクを整備し、「新ふくい人住まいの相談員」が、建
物や土地の売買および賃貸に関する相談に応じるなど住まい探しのお手伝いを
する。

わかやま田舎暮
らし支援体制

①地域情報の一元的紹介窓口（ワンストップパーソン）の設置
　市町村役場内に移住・交流に関する一元的な窓口（担当者）を設置し、田舎暮
らし希望者の移住相談や現地案内等を行う。
②地域住民で構成する移住を促進する受入協議会の設置

和歌山県ふるさ
と定住センター

県が、研修施設「ふるさと定住センター」で移住・交流の研修を実施する。
①農山村体験研修
　いなか暮らし希望者に農山村での生活や農業を体験できる研修を実施。
②田舎暮らしサポート研修
　農作物等の栽培技術の習得や加工技術を身につける研修を実施。

ＵＩターン人材誘
致

伝統の和の産品や農林水産物等の和歌山の地域資源を活用し、自ら起業を志
すＵＩターン人材を「和」の仕事人として支援する。（事業者が業務に必要なＵＩ
ターン人材を雇用する。ふるさと雇用再生特別基金事業の活用。）

高知県移住促
進事業費補助
金

市町村等(市町村､一部事務組合､広域連合､複数の市町村が中心となって組織
する協議会)が、移住の促進に資する事業をする際、県が補助金を交付する。
ハード事業（補助率：１／２以内、補助限度額：２，０００千円）とソフト事業（補助
率：市町村等：１／２以内、ＮＰＯ等：定額、補助限度額：５００千円×関係する市
町村数（上限１，５００千円））がある。

移住コンシェル
ジュ

民間に委託し、移住に関する相談や移住に関する各種企画を提案してもらう「移
住コンシェルジュ（３人）」を課内に配置。（ふるさと雇用再生特別基金事業の活
用。）

ＵＪＩターンの失
敗例

人付き合いでのトラブルや目指していた農業での失敗等移住の失敗には様々な
理由があり、陥りやすい失敗例をＨＰで紹介。

福島

・「ふくしま暮らし情
報センター（銀座）」
をＮＰＯ法人ふるさ
と回帰支援センター
に委託し、総合相
談窓口を開設。女
性職員を１人配置
し、相談内容を市
町村につないでい
る。（平成１８年度
～）

高知

・市町村等が移住
の促進に資する事
業をする際、県が補
助金を交付する。

福井

・東京、大阪、名古
屋の３大都市圏に
「帰住相談（特に就
職）」の体制を整
え、対面による相談
体制の充実を図っ
ている。

和歌山

・市町村や受入協
議会が次の事業を
行う際、県が経費の
一部を助成する。
①市町村役場に一
元的窓口としての
担当者を配置す
る。
②地域に住民団体
（受入協議会）を設
置する。
・民間、住民団体、
行政が一体となっ
て「田舎暮らし応援
県わかやま推進会
議」を中心に全県
的に取り組んでい
る

「Ｕ・Ｉターン施策」他県の例

県名 特徴
事業の内容

秋田

Ａターン登録制度
：秋田県出身者等
の「Ａターン」希望
者に対して登録を
すすめ、その登録
者に対して無料職
業紹介や関連情報
の周知等、各種支
援を実施する。
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ジジョョブブカカフフェェししままねねににつついいてて  

 

 

１．事業目的 

若年者（概ね３９才まで）の就業を支援するため、職業相談から就職支援セミナー、職業訓練情

報の提供、職業紹介、就職後のフォローアップまでの一貫した雇用関連サービスを１カ所でまとめ

て受けることができる拠点として「ジョブカフェしまね」を設置し、若年者の県内就職促進につな

げる。 

 

２．事業概要 

■施設概要 

・設置場所  ： 松江センター（松江テルサ）、浜田ブランチ（いわみぷらっと） 

・運営委託先 ： （財）ふるさとしまね定住財団 
 

■実施事業 

①カウンセラー事業 

  ・キャリアカウンセリング  …就職活動に関する個別相談 

  ・就職応援ミニセミナー   …来所者を対象としたテーマ別セミナー 

  ・カウンセラー出張セミナー …各種学校等にカウンセラーを派遣しセミナー実施 

 ②若者と企業のマッチング促進事業 

  ・企業ガイダンス事業    …県外ガイダンス、出前企業ガイダンス 

  ・企業見学・体験事業    …企業見学（一般、ＵＩターン学生、保護者）、職場体験 

  ・インターンシップ事業   …県内外の学生を対象としたインターンシップ 

③若年者地域連携事業     …就職フェア、就職活動支援セミナー、フリーターに対する就職

支援 

 ④その他の事業 

・緊急就職支援       …就職支援セミナー 

・企業情報提供事業     …企業情報誌の作成、提供 

  ・しまね学生登録制度    …県外在学中の学生に県内の地域情報や企業情報、就職イベント

情報、採用計画情報等郵送 

・理工系人材確保支援事業  …ＵＩターン就職支援ツアー、大学等理工系教員の企業見学 

・ＵＩターン促進事業    …ＵＩターン求職登録者のための企業体験 



                                            Ｈ２２．８ 

                                            雇用政策課 

産業人材育成コーディネーターの活動等について 

 

◇事業の目的 

今後、企業の中で中核となって活躍する人材を育成、確保することで地域の産業

の振興を図る。 

 このため、Ｈ２０年度から産業人材育成コーディネーターを２名配置（東部、西部）し、

県内４地域（モデル地域）において、高等学校（専門高校等）、地元企業、行政等が参

加し人材育成について協議する産学官協議会の設立とその活動を支援していく。 

 

◇コーディネーターの活動等について 

西部地区担当 横田 学氏  元松江松下電器取締役 

 

江津地域 

・産学官協議会「江津市産業活性化協議会」の設立（H20.6）を支援 

・国の補助事業を活用した人材育成事業（地元企業で働く金属機械加工技術

者を対象とし、ポリテクカレッジ島根での集合研修や大手メーカーの研修所へ

の派遣研修）の実施を支援（H21,H22） 

・㈱デンソー研修所講師による人材育成をテーマとしたセミナーの開催を支援

（H21） 

・江津工業高校が実施する歴史的建造物を活かした街づくりの調査研究、太陽

光発電システムの調査研究等（文科省指定事業）の実施に当り、運営指導委

員長に就任し、取り組みに関し指導及び支援を実施（H20～H22） 

 

益田地域 

・将来の益田市の産業振興の指針となる「益田市産業振興ビジョン」の策定

（H21.10）にあたり、策定委員として助言 

・ビジョンを受け、ものづくり産業の振興と人材育成を担う機関である「益田市産

業支援センター」が H22 年４月に開所。今後はセンターの活動を支援 

 

※東部地域の状況について 

 東部地域担当  佐藤夏雄氏 元島根県商工会連合会事務局次長 

松江地域 ・産学官協議会「松江地域雇用関係連絡会議」の設立（H21.4）を支援 

・松江市は企業を対象に「雇用に関するアンケート」を実施（H22）。今後はア

ンケートの結果を踏まえ支援 

出雲地域 ・産学官協議会「出雲地域産業人材育成連絡会議」の設立（H20.11）を支援 

・法政大学大学院坂本光司教授による人材育成をテーマとしたセミナー「人

財が景気を創る」を開催（H21.3） 

 

※その他 

・高校生をはじめ教員、保護者等向けに「産学官連携と人材育成について」をテーマ

とした講師を務める。 


